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1. 17年 9月中間期の業績（平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 13,698  ( 23.3) 470 ( 59.4) 474 ( 58.3)

16年 9月中間期 11,106 ( 15.1) 295 (△7.9) 299 (△7.2)

   17年 3月 期 23,502 　 668 　 669 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期 245 ( 35.9) 6,024 25

16年 9月中間期 180 ( 13.9) 9,886 06

　 17年 3月 期 389 　 19,203 61
(注) ① 期中平均株式数 17年 9月中間期 40,800株 16年 9月中間期 18,300株 17年 3月期 19,164.66株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 　

　

　

　 円 銭 円 銭

17年 9月中間期 0 00         ―            ―

16年 9月中間期 0 00         ―            ―

 　17年 3月 期        ―            ― 2,000 00
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期 6,381 3,206 50.2 78,588 63

16年 9月中間期 5,048 2,048 40.6 111,912 71

 　17年 3月 期 6,136 3,010 49.1 146,536 98
(注) ① 期末発行済株式数 17年 9月中間期 40,800株 16年 9月中間期 18,300株 17年 3月期 20,400株

　 ② 期末自己株式数 17年 9月中間期 ―株 16年 9月中間期 ―株 17年 3月期 ―株

　

2. 18年 3月期の業績予想（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 27,310 815 435 1,000 00 1,000 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）10,661円76銭
　　   ※上記の予想は、本資料の発表日現在における入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実

な要因に係る仮定を前提としています。実際の業績は、今後の様々な要因により異なる結果となる
可能性があります。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 841,789 　 　 1,408,184 　 　 1,332,602 　 　

２　受取手形 　 7,910 　 　 ― 　 　 4,340 　 　

３　売掛金 　 2,582,699 　 　 3,160,589 　 　 3,035,486 　 　

４　貯蔵品 　 22,863 　 　 19,179 　 　 17,830 　 　

５　前払費用 　 71,129 　 　 82,104 　 　 50,536 　 　

６　繰延税金資産 　 76,729 　 　 108,427 　 　 83,116 　 　

７　その他 　 15,182 　 　 14,767 　 　 1,942 　 　

貸倒引当金 　 △777 　 　 △632 　 　 △608 　 　

流動資産合計 　 　 3,617,526 71.7 　 4,792,621 75.1 　 4,525,246 73.7

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 建物 　 109,765 　 　 119,365 　 　 125,116 　 　

(2) 器具備品 　 67,755 　 　 91,543 　 　 104,160 　 　

(3) その他 　 71,596 　 　 28,252 　 　 72,076 　 　

有形固定資産
合計

　 249,117 　 　 239,161 　 　 301,353 　 　

２　無形固定資産 　 127,472 　 　 173,815 　 　 171,778 　 　

３　投資その他の
　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 投資有価証券 　 102,766 　 　 157,059 　 　 136,549 　 　

(2) 関係会社株式 　 264,800 　 　 264,800 　 　 264,800 　 　

(3) 繰延税金資産 　 103,118 　 　 113,278 　 　 99,620 　 　

(4) 差入保証金 　 292,187 　 　 358,314 　 　 354,266 　 　

(5) 長期性預金 　 200,000 　 　 200,000 　 　 200,000 　 　

(6) その他 　 92,759 　 　 82,674 　 　 82,388 　 　

貸倒引当金 　 △1,246 　 　 ― 　 　 ― 　 　

投資その他の
資産合計

　 1,054,386 　 　 1,176,125 　 　 1,137,625 　 　

固定資産合計 　 　 1,430,976 28.3 　 1,589,102 24.9 　 1,610,757 26.3

資産合計 　 　 5,048,503 100.0 　 6,381,724 100.0 　 6,136,004 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　短期借入金 ※２ 500,000 　 　 ― 　 　 ― 　 　

２　未払金 　 119,386 　 　 143,874 　 　 224,132 　 　

３　未払費用 　 1,476,143 　 　 1,847,508 　 　 1,843,838 　 　

４　未払法人税等 　 141,502 　 　 239,688 　 　 157,694 　 　

５　未払消費税等 　 202,866 　 　 271,343 　 　 304,336 　 　

６　預り金 　 206,903 　 　 246,309 　 　 227,300 　 　

７　賞与引当金 　 118,767 　 　 171,486 　 　 127,961 　 　

８　その他 　 7,505 　 　 7,222 　 　 3,169 　 　

流動負債合計 　 　 2,773,073 54.9 　 2,927,433 45.9 　 2,888,433 47.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　退職給付引当金 　 67,032 　 　 78,190 　 　 72,151 　 　

２　役員退職慰労
　　引当金

　 160,395 　 　 169,685 　 　 164,965 　 　

固定負債合計 　 　 227,427 4.5 　 247,875 3.9 　 237,116 3.8

負債合計 　 　 3,000,500 59.4 　 3,175,308 49.8 　 3,125,549 50.9

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 314,050 6.3 　 683,939 10.7 　 683,939 11.2

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 303,780 　 　 673,668 　 　 673,668 　 　

資本剰余金合計 　 　 303,780 6.0 　 673,668 10.5 　 673,668 11.0

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　利益準備金 　 29,000 　 　 29,000 　 　 29,000 　 　

２　任意積立金 　 19,486 　 　 1,013,951 　 　 19,486 　 　

３　中間(当期)
未処分利益

　 1,371,277 　 　 768,917 　 　 1,579,493 　 　

利益剰余金合計 　 　 1,419,763 28.1 　 1,811,868 28.4 　 1,627,979 26.5

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 10,408 0.2 　 36,939 0.6 　 24,867 0.4

資本合計 　 　 2,048,002 40.6 　 3,206,415 50.2 　 3,010,454 49.1

負債資本合計 　 　 5,048,503 100.0 　 6,381,724 100.0 　 6,136,004 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 11,106,893 100.0 　 13,698,985 100.0 　 23,502,564 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 9,072,580 81.7 　 11,249,703 82.1 　 19,269,944 82.0

売上総利益 　 　 2,034,312 18.3 　 2,449,281 17.9 　 4,232,620 18.0

Ⅲ　販売費及び一般
　　管理費

※５ 　 1,738,877 15.6 　 1,978,499 14.5 　 3,563,651 15.2

営業利益 　 　 295,435 2.7 　 470,781 3.4 　 668,968 2.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 8,769 0.0 　 7,001 0.1 　 19,739 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 4,754 0.0 　 3,619 0.0 　 18,790 0.1

経常利益 　 　 299,451 2.7 　 474,164 3.5 　 669,917 2.9

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 15,698 0.1 　 ― ― 　 22,407 0.1

Ⅶ　特別損失
※４
※６

　 387 0.0 　 46,577 0.4 　 17,021 0.1

税引前中間
(当期)純利益

　 　 314,762 2.8 　 427,586 3.1 　 675,302 2.9

法人税、住民税
及び事業税

　 130,000 　 　 229,000 　 　 295,075 　 　

法人税等調整額 　 3,847 133,847 1.2 △47,203 181,796 1.3 △8,902 286,172 1.2

中間(当期)
純利益

　 　 180,914 1.6 　 245,789 1.8 　 389,130 1.7

前期繰越利益 　 　 1,190,362 　 　 523,127 　 　 1,190,362 　

中間(当期)
未処分利益

　 　 1,371,277 　 　 768,917 　 　 1,579,493 　
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

移動平均法による

原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

(1) 有価証券

子会社株式

　同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

　 (2) たな卸資産

貯蔵品…最終仕入原価

法による原価

法

(2) たな卸資産

貯蔵品…同左

(2) たな卸資産

貯蔵品…同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物　　　10年～50年

器具備品　４年～15年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

定額法を採用しており

ます。

自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)

による定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

均等償却によっており

ます。

なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に

備えるため、賞与支給見

込額の当中間会計期間負

担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に

備えるため、賞与支給見

込額の当期負担額を計上

しております。

　 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務の額に基

づき、当中間期末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務の額に基

づき、当期末において発

生していると認められる

額を計上しております。

　 (4) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額の

100％を計上しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づ く 期 末 要 支 給 額 の

100％を計上しておりま

す。

４　リース取引の処理

方法

―

　

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。

なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は、相殺

のうえ、流動負債に未払

消費税等として表示して

おります。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。

　 (2) 繰延資産の処理方法

新株発行費

支出時に全額費用とし

て処理しております。

(2) 繰延資産の処理方法

新株発行費

同左

(2) 繰延資産の処理方法

新株発行費

同左
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会計処理の変更

　

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
　至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日)

― （固定資産の減損に係る会計基準） ―

　

　当中間会計期間より固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年8月9

日））および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号　平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は44,318千円減少してお

ります。

　

― （受取家賃等の計上方法の変更） ―

　

　従来、従業員の社宅に関する支払家

賃を販売費及び一般管理費に計上し、

これに対して、従業員の負担分として

収受する受取家賃を営業外収益に計上

しておりましたが、従業員数の増加に

伴い当該収入の金額的重要性が高まっ

たことから、会社が負担すべき費用の

実額を計上することがより適切な営業

損益計算を行うために合理的な処理と

判断し、当中間会計期間より、当該受

取家賃を販売費及び一般管理費より控

除する方法に変更しております。

　この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、販売費及び一般管理

費は4,537千円減少し、営業利益は同額

増加しておりますが、経常利益および

税引前中間純利益に与える影響はあり

ません。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　   282,065千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　323,712千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　296,993千円

※２　当座借越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座借越契約

を締結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座借越
契約の総額

3,150,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 2,650,000千円

※２　当座借越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座借越契約

を締結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座借越
契約の総額

3,250,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 3,250,000千円

※２　当座借越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座借越契約

を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座借越
契約の総額

3,450,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 3,450,000千円
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 210千円

受取配当金 715千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 207千円

受取配当金 937千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 445千円

受取配当金 876千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 2,614千円

新株発行費 2,139千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,473千円

新株発行費 2,146千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 4,410千円

新株発行費 14,380千円

※３　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売
却益 15,090千円

※３　特別利益のうち主要なもの

― 　

※３　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

18,287千円

※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損
(器具備品)

344千円

※４　特別損失のうち主要なもの

減損損失 44,318千円

固定資産除却損
(建物他）

　2,216千円

※４　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評
価損

8,694千円

固定資産除却損
(建物他）

8,259千円

※５　減価償却実施額

有形固定資産 26,292千円

無形固定資産 22,971千円

※５　減価償却実施額

有形固定資産 32,134千円

無形固定資産 29,469千円

※５　減価償却実施額

有形固定資産 56,499千円

無形固定資産 48,496千円

― ※６　減損損失　

　
　当中間会計期間において、当社は
以下の資産について減損損失を計上
しました。
　用途・・・遊休資産
　種類・・・土地
　場所・・・愛知県名古屋市
　減損損失・・・44,318千円
 
(グルーピングの方法)
　事業用資産については、管理会計
上の区分を基礎とした事業単位ごと、
遊休資産については物件ごとにグル
ーピングしております。
(経緯)
　遊休資産については、帳簿価額に
対して市場価格が著しく下落してい
るため、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、減損損失を計上しており
ます。
(回収可能価額の算定方法)
　回収可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、不動産鑑定評価額
に基づいて評価しております。

　

―
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当中間会計期間のリース取引の重

要性が乏しいため注記を省略してお

ります。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1）リース物件の取得額相当額、

　　減価償却累計額相当額および

　　中間期末残高相当額

　　

取得価
額相当
額　　
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

　

　器具備品 11,671 2,269 9,402 　

　
無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

5,117 995 4,122 　

　合計 16,789 3,264 13,525 　

(注）取得価額相当額は、未経過リ

　　ース料中間期末残高が有形固

　　定資産の中間期末残高等に占

　　める割合が低いため、支払利

　　子込み法により算定しており

　　ます。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1）リース物件の取得額相当額、

　　減価償却累計額相当額および

　　期末残高相当額

　　

取得価
額相当
額　　
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残
高相当
額

(千円)

　

　器具備品 11,671 324 11,347 　

　
無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

5,117 142 4,975 　

　合計 16,789 466 16,323 　

(注）取得価額相当額は、未経過リ

　　ース料期末残高が有形固定資

　　産の期末残高等に占める割合

　　が低いため、支払利子込み法

　　により算定しております。

　

(2）未経過リース料中間期末残高相

　　当額

　  １年内 5,596千円 　

　  １年超 7,928千円　

　    合計 13,525千円 　

(2）未経過リース料期末残高相当額

　

　 　１年内 5,596千円 　

　 　１年超 10,726千円　

　 　　合計 16,323千円 　

　

(注）未経過リース料中間期末残高

　相当額は、未経過リース料中間

　期末残高が有形固定資産の中間

　期末残高等に占める割合が低い

　ため、支払利子込み法により算

　定しております。

(3）支払リース料及び減価償却費相

　　当額

　　支払リース料　　　　2,798千円

(注）未経過リース料期末残高相当

　額は、未経過リース料期末残高

　が有形固定資産の期末残高等に

　占める割合が低いため、支払利

　子込み法により算定しておりま

　す。

(3）支払リース料及び減価償却費相

　　当額

　　支払リース料　　　　　466千円

　 　　減価償却費相当額　　2,798千円 　　減価償却費相当額　　　466千円

　

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、

　　残存価額を零とする定額法に

　　よっております。

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　同左
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成16年９月30日)

　　　　　　子会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成17年９月30日)

　　　　　　子会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成17年３月31日)

　　　　　　子会社株式で時価のあるものはありません。
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１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１株当たり
純資産額

111,912円71銭
１株当たり
純資産額

78,588円63銭
１株当たり
純資産額

146,536円98銭

１株当たり
中間純利益

9,886円06銭
１株当たり
中間純利益

6,024円25銭
１株当たり
当期純利益

19,203円61銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。

当社は、平成16年５月20日付で普

通株式１株につき普通株式３株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりであります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産
額
　96,709円02銭
　
１株当たり中間純
利益

　8,677円69銭

１株当たり純資産
額
 104,756円15銭
　
１株当たり当期純
利益

 16,731円81銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

当社は、平成17年5月20日付で普通

株式１株につき普通株式２株の株式

分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、以下のとおりであ

ります。

　前中間会計期間 前事業年度 　

　

１株当たり純資産
額
　 55,956円36銭
１株当たり中間純
利益
　　4,943円03銭

１株当たり純資産
額
　73,268円49銭
１株当たり当期純
利益
　 9,601円81銭

　

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

当社は、平成16年５月20日付で普

通株式１株につき普通株式３株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりであります。

前事業年度

　１株当たり
　純資産額

104,756円15銭

　１株当たり
　当期純利益

16,731円81銭

　

(注)　１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 180,914 245,789 389,130

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 21,100

（うち利益処分による役員賞
　与金）

(千円) (―) (―) (21,100)

普通株式に係る中間(当期)純利
益

(千円) 180,914 245,789 368,030

普通株式の期中平均株式数 (株) 18,300.00 40,800.00 19,164.66

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

―

商法第280条ノ20及び
第280条ノ21に規定す
る新株予約権に係る潜
在株式（新株予約権の
数324個）

―
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重要な後発事象

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　平成16年10月12日開催の取締役

会の決議に基づき、公募による新

株式の発行および株式の売出しを

次のとおり実施いたしました。

（1）公募による新株式の発行

　　発行株式数　

　　　　　普通株式　   1,800株

　　発行価額　

　　　　　１株につき 352,275円

　　発行価額の総額　

　　　　　　　　 634,095,000円

　　資本組入額　

　　　　　１株につき 176,138円

　　資本組入額の総額　

　　　　　       317,048,400円

　　申込期間　

　　　　　 自　平成16年10月21日

至　平成16年10月25日

　　払込期日　

　　　　　 平成16年10月28日

　　配当起算日

　　　　　 平成16年10月１日

　　資金の使途

　　　　　システム開発および拠点

整備のための設備資金

（2）株式の売出し

　　売出株式数

　　　引受人の買取引受けによる

　　　売出し

 普通株式　   200株

　　　オーバーアロットメントに

　　　よる売出し　　　

　　　　　 普通株式　   300株

　売出価格　

　　　　　１株につき373,450円

　売出価格の総額　

　　　　　      186,725,000円

　申込期間　

　　　　　自　平成16年10月21日

至　平成16年10月25日

　受渡期日　

　　　　　平成16年10月29日

１　当社は、平成17年11月24日開催

の取締役会において、商法第413条

ノ３第１項簡易合併の規定に基づ

き、当社の100％出資子会社である

川商スタッフサービス株式会社を

吸収合併することを決議いたしま

した。

（1）合併の目的

　経営を一体化して機動性と効率

性を高め、事業活動をさらに強化

していくため、同社を吸収合併い

たします。　

（2）合併の期日

　平成18年２月１日

（3）合併の形式

　当社を存続会社とし川商スタッ

フサービス株式会社を消滅会社と

する吸収合併とし、合併による新

株の発行および資本金の増加は行

いません。

（4）財産の引継

　合併期日において、川商スタッ

フサービス株式会社の資産・負債

および権利義務の一切を引継ぎま

す。

　なお、川商スタッフサービス株

式会社の平成17年７月31日現在の

財政状態は次のとおりでありま

す。

　　資産合計　　337,367千円

　　負債合計　　103,119千円

　　資本合計　　234,247千円

１　当社は、平成17年２月21日開催

の取締役会において株式分割によ

る新株式の発行を行う旨の決議を

しております。

株式分割の内容は下記のとおりで

あります。

(1) 平成17年５月20日付をもって

　平成17年３月31日最終の株主名

　簿及び実質株主名簿に記載され

　た株主の所有株式数を１株に付

　き２株の割合をもって分割す

　る。

(2) 分割により増加する株式数

　　　　普通株式　20,400株

(3) 配当起算日

　　　　平成17年４月１日

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり

情報）の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。

前事業年度

    １株あたり純資産額 　
　 52,378円07銭　

     １株当たり当期純利益 　
　  8,365円91銭 　

　
当事業年度

   １株あたり純資産額 　

　 73,268円49銭　

    １株当たり当期純利益 　

　　9,601円81銭 　
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前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

２　平成16年10月12日開催の取締役会

の決議に基づき、前記のオーバーア

ロットメントによる売出しに関連し

て、第三者割当による新株式の発行

を次のとおり実施いたしました。

（第三者割当による新株式の発行）

　発行株式数　

　　　　　 普通株式　　  300株

　発行価額　

　　　　　１株につき 352,275円

　発行価額の総額

　　　　　       105,682,500円

　資本組入額　

　　　　　１株につき 176,138円

　資本組入額の総額

　　　　　        52,841,400円

　割当先および株式数

　　　　　東海東京証券株式会社

　　　　　               300株

　払込期日　

　　　　  平成16年11月30日

　配当起算日

　　　　  平成16年10月１日

  資金の使途

          システム開発および拠点

整備のための設備資金

― ２　当社は、平成16年６月29日開催の

第22回定時株主総会において承認さ

れました商法第280条ノ20および商法

第280条ノ21の規定に基づきストック

オプションとして発行する新株予約

権の具体的な内容について、平成17

年５月23日開催の取締役会において

下記のとおり決議いたしました。

（1）新株予約権の発行日

　　　　　平成17年５月23日

（2）新株予約権の発行数

　　　　　385個

（3）新株予約権の発行価額

　　　　　無償

（4）新株予約権の目的となる株式

　　の種類および数

　　　　　当社普通株式　770株

　　　　（新株予約権１個につき

　　　　　２株）

（5）新株予約権の行使に際しての　

　　払込金額

　　　　　１株につき245,280円

（6）新株予約権の行使により発行

　　する株式の発行価額の総額

　　　　　188,865,600円　

（7）新株予約権の行使により株式

　　を発行する場合の発行価額の

　　うち資本金に組入れる額

　　　 　　94,432,800円

　　　　（１株につき122,640円）

（8）新株予約権の行使期間

　　　　　平成18年７月１日から

　　　　　平成21年６月30日まで

（9）申込の勧誘の相手方の人数お

　　よびその内訳

　　　　　当社取締役および当社

　　　　　従業員ならびに当社子

　　　　　会社取締役合計　141名　
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